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農業委員会で審議された案件です

（上段：賃貸借・使用貸借 下段：売買・贈与 単位：件）

案 件 名 ４月～７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 令和５年度計

農振法による農用地区域除外申請 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

農地法第３条許可申請
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

０ ０ １ ０ ０ ０ １

農地法第４条許可申請 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

農地法第５条許可申請
１ ０ ０ ０ ０ ０ １

３ ０ ０ ０ ０ ２ ５

農用地利用集積計画の決定
５ １ ０ ０ ０ ９ １５

１ １ ０ ０ ０ ０ ２

現況証明願 ９ ０ １ １ ０ ０ １１

農地法第３条の３届出書 １ ０ １ ０ ０ １ ３

農地法第１８条第６項合意解約通知書 ０ １ ０ １ １ ０ ３

農業者年金に関する申請 ８ １ １ １ １ ２ １４

各月のその他の案件

８月 ●農地所有適格法人の要件確認について
●令和５年度水稲作況調査について

９月 ●令和５年度玉葱作況調査の結果について
●令和５年度水稲作況調査の結果について
●令和５年度農地法第30条の規定に基よる農地利用状況調査（一斉）の実施について
●令和５年度果樹作況調査について
●砂川市農業経営基盤強化促進基本構想の見直し（案）に係る意見について

10月 ●農地利用最適化推進施策に関する意見書（案）について
11月 ●農林水産省通知「農地法の運用について」に基づく非農地判断について
12月 ●砂川市地域農業経営基盤強化促進計画（地域計画）の策定に向けた目標地図（素案）の作成について

農業経営基盤強化促進法に基づく農地の売買・賃貸借について

農業経営基盤強化促進法とは農業委員会が取りまとめ役となって安心して売買や賃

貸借をできるようにするものです。いくつかの要件はありますが、この法律に基づい

て農地の契約をした場合には、農地法の許可が不要であったり、売買の場合は所得税

の特別控除を受けることができるなどの多くのメリットがあります。

詳しく知りたい方は農業委員会事務局へご連絡ください。(７４－８７４２)


